
様式第６号（建物の貸付け） 

賃 貸 借 契 約 書（案） 

                                                                                                                             

貸付人 宮城県多賀城高等学校 と借受人         は，次の条項により借地 

借家法（平成３年法律第 90 号。以下「法」という。） 第 38 条の規定に基づく定期建物賃 

借権の設定を目的とした賃貸借契約を締結する。 

                                                                                                                                                                       

（貸付物件） 

第１条 貸付物件は，次のとおりとする。 

財産名 所在地 貸付場所 貸付面積 
設置 

台数 

宮城県多賀城高等学

校教育財産 

宮城県多賀城市笠神

二丁目１７番１号 

宮城県多賀城高等学

校 
    ㎡  台 

                                                                                                                                       

（貸付期間） 

第２条 貸付期間は，令和５年４月１日から令和８年３月３１日までとする。 

                                                                                                   

（用途指定等） 

第３条 借受人は，貸付物件を前条に定める期間中，直接自動販売機設置（以下｢指定用途｣

という。）の用に供しなければならない。 

２ 借受人は，貸付物件を指定用途に供するに当たっては，別紙記載の｢自動販売機の規格及

び条件並びに遵守事項等｣を遵守しなければならない。 

                                                                                                                                  

（契約更新等） 

第４条 この契約は，法第 38 条の規定に基づくものであるから，法第 26 条，第 28 条及び

第 29 条第 1 項並びに民法（明治 29 年法律第 89 号）第 604 条の規定は適用されないの

で，契約更新に係る権利は一切発生せず，前条に定める契約期間満了時において契約の更

新（更新の請求及び建物の使用 の継続によるものを含む。）は行われず，貸付期間の延長

も行われないものとする。 

２ 貸付人は，前条に規定する期間満了の１年前から６か月前までの期間（以下｢通知期間｣

という。）に借受人に対し，賃貸借期間の満了により本契約が終了する旨を書面によって

通知するものとする。 

３ 貸付人は，通知期間内に前項の通知をしなかった場合においても，通知期間経過後改め

て期間の満了によりこの契約が終了する旨の書面による通知を借受人にした場合，当該

通知日から６か月を経過した日をもって，この契約は終了する。 

                                                                                                                                 

（貸付料） 

第５条 貸付料は次のとおりとする。 

年度 貸付料 
うち取引に係る消費税 

及び地方消費税の額 

令和 ５ 年度 円  円  

令和 ６ 年度 円  円  

令和 ７ 年度 円  円  

                                                                                                                                                   



（貸付料の支払） 

第６条 借受人は，前条に定める貸付料を貸付人の発行する納入通知書により各年度の指

定期日までに貸付人に支払わなければならない。 

                                                                                                                                         

（履行遅滞に係る違約金） 

第７条 貸付人は，借受人が期日までに貸付料を支払わないときは，当該金額の年２．５パ

ーセント（財務規則第 122 条第１項に規定する率）に相当する違約金を徴収するものと

する。ただし，当該金額が 100 円未満であるときは，その全額を切り捨てるものとする。 

                                                                                                            

（計量器の設置並びに光熱水費等及びその支払） 

第８条 借受人は，設置する自動販売機ごとに光熱水費等の使用量を計測する計量器（計量

法（平成４年法律第 51 号）に基づく検査に合格したものに限る。）を設置しなければなら

ない。ただし，計量器の設置を貸付人が困難と認めたときはこの限りではない。 

２ 貸付人は，前項の計量器により光熱水費等の使用量を計測し，貸付人が定める光熱水費

等の算定基準によりその費用を計算するものとする。また，計量器を設置しない場合にあ

っても，貸付人が定める算定基準によりその費用を計算する。 

３ 借受人は，貸付人が発行する納入通知書により指定された納期限内に，前項の電気料等

を貸付人に納付するものとする。 

                                                                                                                                                       

（費用負担） 

第９条 自動販売機及び前条第１項に定める計量器の設置，維持管理及び撤去に要する費

用は，借受人の負担とする。 

                                                                                                                                                             

（かし担保等） 

第 10 条 借受人は，この契約締結後において，貸付物件に数量の不足その他隠れたかしの

あることを発見しても，貸付料の減免又は損害賠償の請求をすることができないものと

する。 

２ 借受人は，貸付物件が，その責めに帰することができない事由により滅失又はき損した

場合は，当該滅失又はき損した部分につき，貸付人の認める金額の貸付料の減免を請求す

ることができる。 

                                                                                          

（貸付物件の引渡し） 

第 11 条 貸付人は，第２条に定める貸付期間の初日に貸付物件を借受人に引き渡すものと

する。 

                                                                                            

（使用上の制限） 

第 12 条 借受人は，貸付物件について現状の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場

合には，事前に変更する理由等を記載した書面によって貸付人に申請し，その承認を受け

なければならない。 

                                                                                   

（権利譲渡等の禁止） 

第 13 条 借受人は，貸付人の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し，又は貸付物件の

賃借権を譲渡してはならない。 

 

                                                                                                                                                           



（物件の保全義務等） 

第 14 条 借受人は，貸付人の指示に従い，善良なる管理者の注意をもって貸付物件の維持

保全に努めなければならない。 

                                                                                                                                                           

（第三者への損害の賠償義務） 

第 15条 借受人は，貸付物件を指定用途に供したことにより第三者に損害を与えたときは，

貸付人の責めに帰すべき事由によるものを除き，その賠償の責めを負うものとする。 

 ２ 貸付人が，借受人に代わって前項の賠償の責めを果たした場合には，貸付人は，借受

人に対して求償することができるものとする。 

                                                                                                                                             

（滅失又はき損等） 

第 16 条 借受人は，貸付物件の全部又は一部を滅失又はき損した場合には，直ちに貸付人

にその状況を通知しなければならない。 

２ 借受人は，前項の滅失又はき損がその責めに帰する理由によるものであるときは，自己

の負担において原状に回復しなければならない。 

                                                                                                                                         

（商品の盗難等） 

第 17 条 貸付人は，設置された自動販売機，当該自動販売機で販売する商品若しくは当該

自動販売 機内の売上金又は釣り銭の盗難及びき損についてその責めを負わない。この場

合，借受人は，借受人の負担において商品等の盗難及びき損について解決しなければなら

ない。 

                                                                                                         

（実地調査等） 

第 18 条 貸付人は，貸付料債権の保全その他必要があると認めるときは，借受人に対し，

その業務若しくは資産の状況に関して質問し，帳簿書類その他の物件を調査し，又は参考

となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。この場合，借受人はその調査

を拒み，妨げ，又は報告を怠ってはならない。 

                                                                                                                                                        

（特別違約金） 

第 19 条 借受人は，第 12 条から第 14 条まで若しくは前条に定める義務に違反したとき又

は第 20 条第２項各号に該当したときは，違約金として違反した年次の貸付料年額に相当

する金額の範囲内で貸付人の定める金額を支払わなければならない。ただし，その違反す

るに至った理由が借受人の責めに帰することができないものであると貸付人が認めると

きは，この限りではない。 

２ 前項に規定する違約金は，第 22 条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しな

いものとする。 

                                                                                

（契約の解除） 

第 20 条 貸付人は，次の各号の一に該当するときは，この契約を解除することができる。         

（１）借受人がこの契約に定める義務を履行しないとき。 

  （２）借受人がこの契約の解除を申し出たとき。ただし，借受人は，この契約の解除を申

し出るときは，解除しようとする日の６か月前までに書面により行うものとする。 

（３）貸付人又は国，地方公共団体において，公用又は公共用に供するため貸付物件を必

要とするとき。 

２ 借受人が次の各号の一に該当した場合には，貸付人は，何らの催告も要せずして，本



契約を解除することができる。なお借受人の使用人が借受人の業務として行った行

為は，借受人の行為とみなす。 

 (1） 暴力団（暴力団排除条例（平成 22 年宮城県条例第 67 号）第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団

員等をいう。以下同じ。）であるとき。 

 (2） 借受人の役員等（法人の場合は，非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業

所の代表者，その他の団体の場合は，法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び

理事等，個人の場合は，その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ。）

が，自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって，暴力団，暴力団員等を利用するなどしていると認められるとき。 

 (3)  借受人の役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，資金等を供給し，又は便宜を

供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し，又は関与してい

ると認められるとき。 

 (4） 借受人の役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

 (5)  借受人の役員等が，暴力団又は暴力団員等と取引したり，又は不当に利用するなど

していると認められるとき。 

 (6) 次に掲げる行為をする者と認められるとき（第三者を利用してする場合を含む。）              

①暴力的な要求行為 

    ②法的な責任を超えた不当な要求行為 

    ③契約履行に際しての脅迫的な言動又は暴力 

    ④偽計又は威力を用いての県職員等の業務の妨害 

    ⑤①から④までに掲げる行為に準ずる行為 

 (7） 借受人の役員等が，暴力団又は暴力団員等に自己の名義を利用させ，この契約を締

結したとき。 

３ 前項の規定により契約が解除された場合においては，解除により借受人に損害があ

っても，貸付人はその賠償の責を負わないものとする。 

                                                                                                                                   

（貸付物件の返還） 

第 21条 貸付期間が満了したとき又は貸付人が前条の規定によりこの契約を解除したと

きは，借受人は，貸付物件を貸付人の指定する期日までに原状回復の上，貸付人に返

還しなければならない。ただし，貸付人が原状回復させることが適当でないと認めた

ときは，この限りではないものとする。 

                                                                              

（損害賠償） 

第 22 条 借受人は，その責めに帰する理由により貸付物件の全部又は一部を滅失又はき

損したとき は，当該滅失又はき損による当該物件の損害に相当する金額を損害賠償

として貸付人に支払わなければならない。ただし，第 16 条第２項の規定により当該

物件を原状に回復した場合はこの限りでない。 

２ 前項に掲げる場合のほか，借受人はこの契約に定める義務を履行しないため貸付人

に損害を与えたときは，その損害に相当する金額を損害賠償として貸付人に支払わ

なければならない。 

                                                                                            

（有益費等の請求権の放棄） 

第 23 条 借受人は，貸付期間が満了したとき又は第 20 条の規定によりこの契約を解除



された場合において，貸付物件に投じた改良費等の有益費，修繕費等の必要経費及び

その他の費用があっても，これを貸付人に請求しないものとする。 

                                                                                                                                         

（契約の費用） 

第 24条 この契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は，借受人の負担とする。                                                                                                  

 

（裁判管轄） 

第 25 条 この契約に関する訴えの管轄は，宮城県を管轄区域とする仙台地方裁判所とす

る。 

（その他） 

第 26 条 この契約に関し，疑義が生じたとき又は定めのない事項については，その都度

貸付人と借受人とが協議して決めるものとする。 

                                                                                                                                                     

この契約を証するため，本書２通を作成し，貸付人及び借受人が記名押印の上，各自その１

通を所持する。 

                                                                                                                                                                                               

 

令和  年  月  日 

                                                                                       

貸付人 宮城県多賀城市笠神二丁目１７番１号 

    宮城県多賀城高等学校長 

 

 

 

                                                                                                                                                                       

借受人（住所） 

                                                                                 

（氏名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

                                                                                                                                                                          

自動販売機の規格及び条件並びに遵守事項等 

                                                                                                                                      

１ 自動販売機の規格及び条件  

(1) デザイン等 

  ① デザイン 

   周辺環境に配慮したユニバーサルデザインタイプとするなど，公共機関にふさわし

いものとする。 

  ② 災害対応型 

   別紙「貸付場所等一覧」の特記事項欄に災害対応型自動販売機とあるものは，災害

対応型の自動販売機を設置し，災害発生時に自動販売機内のすべての飲料を無償で

提供すること。 

(2) 環境対策 

   次の①②のいずれかを満たすもの 

   ① 省エネルギー 

「照明の自動点滅・減光」，いわゆる「学習省エネ」及び「ピークカット」並び

に「真空断熱材やヒートポンプ採用」など消費電力量の低減に資する技術等を導入

した機種とする。 

   ② フロン対策 

ニ酸化炭素又は炭化水素を冷媒として採用した機種とする。ただし，販売品目に

よって，ノンフロンガス冷媒の自動販売機の調達が困難な場合はこの限りでない。 

 

２ 遵守事項  

(1) 安全対策 

①転倒防止 

「自動販売機の据付基準」(JIS 規格)及び「自動販売機据付基準マニュアル」(日本自動

販売機工業会作成）を遵守した措置を講じるものとする。 

  ②食品衛生 

   「食品，添加物等の規格基準」(食品衛生法)及び「自動販売機の食品衛生に関する自主

的取扱要領」(業界自主基準)等を遵守し，販売商品の衛生管理に万全を尽くすものと

する。また，商品販売に必要な営業許可を受けなければならない。 

  ③防犯 

    硬貨選別装置及び紙幣識別装置のプログラム改変により，偽造通貨又は偽造紙幣の使 

による犯罪の防止に万全を尽くすものとする。また，屋内設置であっても「自販機堅

牢化基準」(日本自動販売機工業会作成)を遵守し，犯罪防止に努めるものとする。 

 (2) 使用済み容器の回収 

  ①回収ボックスの設置 

   原則として自動販売機１台に１個の割合で自動販売機の側に設置する。 

  ②回収ボックスの規格 

    ア 素材 

プラスチック製又は金属製とする。 

    イ 容積 

回収頻度と回収量を考慮し，回収ボックスから空き缶等の使用済み容器が溢れた 

り，周囲に散乱しない十分な収用容積とする。 



    ウ その他 

使用済み容器以外の投入を禁止する旨の表示をするほか，使用済み容器投入口は 

紙等の一般ゴミが入りにくい形状を有するもの又はそのための仕掛けのあるもの

とし，使用済み容器と一般ゴミの混入防止を図る。 

 

   ③使用済み容器の処理 

       容器包装リサイクル法(平成７年法律第 112 号)など，関係法令に基づいて適切に 

処理する。 

  (3) 自動販売機の設置及び管理運営 

   ①設置者において，商品の補充及び変更，消費期限の確認，売上金の回収及び釣銭の 

補充並びに自動販売機内部，外部及び設置場所周辺の清掃などを行う。 

   ②設置者において，消費期限の確認など，安定した高品質の商品を提供するための品 

質保証活動を行う。 

   ③設置者において，専門技術サービス員による保守業務を随時行って維持に努めるほ 

か，故障時には即時対応する。 

                                                                                                                                                      

３ 販売商品の種類・価格 

(1)  種類 

 

 

(2) 価格 


